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1．はじめに

　いよいよ令和 5（2023）年 10 月から適格請求書等保存方式（いわゆるイン

ボイス方式）が導入される。

　一般の消費者にとっては，税率に変更がないことから，このインボイス方式

の導入に特段の関心を持つ人は少ないだろう⑴。しかし，事業を行っている者

にとっては，これまでの区分記載請求書等保存方式から適格請求書等保存方式

への変更により実務上の対応を迫られる変更点がある。例えば，後述するよう

に適格請求書発行事業者の登録，適格請求書の記載事項の変更，課税仕入れに

係る税額計算の計算方法の変更等が挙げられる。また，仕入税額控除の要件と

─────────────────
⑴　吉村典久「消費税の改正─軽減税率制度とインボイス方式導入の衝撃」ジュリスト 1493 号 29 頁
（2016）では，「飲食料品に対する軽減税率の導入に関する議論はマスコミで大々的に報道されたの
に対し，驚くべきことに，消費税における極めて重要な問題の一つである適格請求書等保存方式（イ
ンボイス方式）は，比較的世論の注目を浴びることなく採用された」とされ，インボイス方式導入
の際の軽減税率制度導入との差異を指摘している。
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されている「帳簿及び請求書等」の請求書等については，これまでの区分記載

請求書から適格請求書に変更となる。

　本稿では，これらの変更に伴って生じる問題のうち，課税事業者が課税仕入

れに際して受け取った適格請求書に記載事項の不備等の瑕疵があった場合の仕

入税額控除の可否を中心に検討を行うこととする。

2．適格請求書等保存方式の概要

　まずは，令和 5（2023）年 10 月 1 日以降に導入される適格請求書等保存方

式の概要及び現行の区分記載請求書等保存方式からの変更点を簡単に整理する

こととする⑵。なお，本稿においては適格請求書に係る電磁的記録（いわゆる

「電子インボイス」）制度及び越境取引については取り扱わない。

（1）適格請求書発行事業者の登録

　従来の区分記載請求書等保存方式の下では，課税資産の譲渡等に際して区分

記載請求書を発行する場合の発行者に制限はなかった（つまり，誰でも発行が

可能であった）が，適格請求書等保存方式への変更に伴い，国内において課税

資産の譲渡等を行う事業者が適格請求書を交付するには，税務署長の登録を受

けることとされた。なお，この登録を受けることができる事業者は課税事業者

に限られている（消費税法 57 条の 2 第 1 項）⑶。

　登録申請を受けた税務署長は，登録拒否事項に該当しない場合には適格請求

─────────────────
⑵　財務省「平成 28 年度税制改正の解説」808-824 頁（https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/ 

10404234/www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2016/explanation/pdf/p0758_0843.pdf, 
2023 年 8 月 31 日最終閲覧）及び同「平成 30 年度税制改正の解説」954-969 頁（https://warp.da.ndl.
go.jp/info:ndljp/pid/11551246/www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2018/explanation/
pdf/p0949-0984.pdf, 2023 年 8 月 31 日最終閲覧）参照。また，改正内容の詳細については，佐野恵
一郎「適格請求書等保存方式の諸課題に関する一考察─円滑な導入に向けた特例等のあり方につい
て─」税務大学校論叢掲載予定（2023 年 8 月 31 日現在未公表）に詳しい。なお，本稿の内容は佐
野論文から大いに示唆を受けている。
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書発行事業者の登録をしなければならない（同条 3 項）。また，この登録の際

には，税務署長は登録申請をした事業者に対してその旨を書面で通知するとと

もに，速やかに氏名又は名称，登録番号，法人の場合は本店又は主たる事務所

の所在地等を公表しなければならないこととされている（同条 4 項及び 7 項，

消費税法施行令 70 条の 5 第 1 項）。当該公表は，インターネット上の「国税庁

適格請求書発行事業者公表サイト」で行われ，それによって，適格請求書に記

載された登録番号や登録年月日等の確認が可能となっている（同条 2 項）。

（2）適格請求書発行事業者の義務

　従来の区分記載請求書等保存方式の下では，課税資産の譲渡等を行った者に

対する区分記載請求書の交付義務は定められていなかった⑷が，適格請求書等

保存方式の下では，適格請求書発行事業者は，国内において課税資産の譲渡等

を行った場合には，当該課税資産の譲渡等を受ける事業者（免税事業者を除

く。）から適格請求書の交付を求められた場合には，　当該適格請求書を交付し

なければならないこととされた（消費税法 57 条の 4 第 1 項）。

　ただし，事業の性質上，適格請求書を交付することが困難な課税資産の譲渡

等として政令で定めるものについては，適格請求書の交付義務が免除されてい

る（同項ただし書）。

　具体的には，3 万円未満の公共交通機関による旅客の運送（いわゆる「公共

交通機関特例」），3 万円未満の自動販売機により行われる商品の販売等（いわ

ゆる「自動販売機特例」），出荷者等が卸売市場において行う生鮮食料品等の販

─────────────────
⑶　令和 5（2023）年 10 月 1 日時点で施行されている消費税法。本稿において引用している消費税

法等の法令は令和 5（2023）年 10 月 1 日時点で施行されている法令を引用している。同年 9 月 30
日以前の条文を引用する場合には旧消費税法〇条，旧消費税法施行令〇条等と記載している。

⑷　従来から，仕入税額控除の要件に「帳簿及び請求書等」の保存を要求しながら，請求書等の交付
義務を課していないことについて問題と指摘されていた。酒井貴子「近時の消費税法の改正とその
課題─軽減税率と適格請求書等保存方式を中心に─」租税法研究第 49 号 27 頁（2021），金井恵美
子「わが国の仕入税額控除方式の検証」税研 197 号 43 頁（2018）。
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売（出荷者から委託を受けた受託者が卸売の業務として行うものに限る。）等

が定められている（消費税法施行令 70 条の 9 第 2 項，消費税法施行規則 26 条

の 6）。

（3）適格請求書の記載事項

　適格請求書には，次の事項を記載する必要がある（消費税法 57 条の 4 第 1

項各号）。

①適格請求書発行事業者の氏名又は名称及び登録番号

②課税資産の譲渡等を行った年月日

③課税資産の譲渡等に係る資産又は役務の内容

④ 課税資産の譲渡等に係る税抜価額又は税込価額を税率の異なるごとに区分し

て合計した金額及び適用税率

⑤税率ごとに区分した消費税額等

⑥交付を受ける事業者の氏名又は名称

　従来の区分記載請求書の記載事項との違いは，上記の下線部分で示した，①

における登録番号，④における適用税率及び⑤の税率ごとに区分した消費税額

等の記載が必要となることである。

　なお，適格請求書発行事業者が，小売業等の不特定かつ多数の者に資産の譲

渡等を行うものとして政令（消費税法施行令 70 条の 11）で定める事業を行う

場合には，適格請求書に代えて，適格簡易請求書を交付することができること

とされている（消費税法 57 条の 4 第 2 項）。この適格簡易請求書には，上記の

適格請求書の記載事項のうち，⑥が不要とされるとともに，④及び⑤について

は，以下の記載で足りることとされている。

④ 課税資産の譲渡等に係る税抜価額又は税込価額を税率の異なるごとに区分し

て合計した金額

⑤税率ごとに区分した消費税額等又は適用税率
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　また，適格請求書，適格簡易請求書を交付した適格請求書発行事業者は，こ

れらの書類の記載事項に誤りがあった場合には，これらの書類を交付した事業

者に対して，修正した適格請求書等を交付しなければならないこととされてい

る（消費税法 57 条の 4 第 4 項）。

（4）適格請求書類似書類等の交付禁止及び罰則

　適格請求書発行事業者以外の者は適格請求書発行事業者が作成した適格請求

書又は適格簡易請求書であると誤認されるおそれのある表示をした書類を，適

格請求書発行事業者は偽りの記載をした適格請求書又は適格簡易請求書を，他

の者に交付し，又は提供することが禁止されている（消費税法 57 条の 5）。

　なお，これに違反した者については，罰則（1 年以下の懲役又は 50 万円以

下の罰金）が定められている（消費税法 65 条 4 号）。

　このように，適格請求書類似書類等の交付を禁止し，これに違反する場合の

罰則が定められたのは，後述するように仕入税額控除の適用要件である請求書

がこれまでの区分記載請求書から適格請求書とされたことから，「適格請求書

発行事業者以外の者が適格請求書に類似する書類を交付することがあれば，結

果として，仕入側の仕入税額控除が否認されることとなり，消費税制度に対す

る信頼性を著しく損なうこととなりかね」ないこと，また，「適格請求書発行

事業者による適格請求書に類似する書類の交付は，売手側と仕入側が一体と

なって行う脱税にもつながること」が理由とされている⑸。

（5）仕入税額控除制度の変更

イ　仕入税額控除の適用要件の変更

　仕入税額控除の適用要件は，一定の要件を満たした帳簿及び請求書等の保存

─────────────────
⑸　財務省・前掲注⑵「平成 28 年度税制改正の解説」817 頁。



6 早稲田商学第 466 号

102

とされていることはこれまでと同様であるが，要件を満たす請求書等の範囲に

ついて，以下のとおり見直しが行われている（消費税法 30 条 7 項及び 9 項）。

なお，帳簿の記載事項は，区分記載請求書保存方式の場合と同様とされている。

①適格請求書発行事業者が交付する適格請求書又は適格簡易請求書

② 適格請求書発行事業者から課税仕入れを行った事業者が作成する仕入明細書

等で，課税仕入れの相手方の確認を受けたもの

③ 卸売市場においてせり売又は入札の方法により行われるものなど，媒介又は

取次ぎに係る業務を行う者を介して行われる課税仕入れで，当該媒介又は取

次ぎを行う者から交付を受けた書類

④課税貨物の輸入の許可書

　なお，「請求書等の交付を受けることが困難である場合，特定課税仕入れに

係るものである場合その他の政令で定める場合における当該課税仕入れ等の税

額については，帳簿」のみの保存で仕入税額控除の適用を受けることができる

こととされている（同条 7 項かっこ書）。

　具体的には，適格請求書の交付義務が免除されている 3 万円未満の公共交通

機関による旅客の運送や自動販売機からの商品の購入，古物営業等を営む者が

適格請求書発行事業者でない者からの古物等の購入や適格発行事業者でない者

からの再生資源又は再生部品の購入等が規定されている（消費税法施行令 49

条 1 項，消費税法施行規則 15 条の 4）。したがって，区分記載請求書等保存方

式の下においては，帳簿の保存のみで仕入税額控除の適用を受けられていた少

額取引（3 万円未満の課税仕入れ）についても，上記の取引に該当しなければ，

適格請求書等の保存が必要となる。

　以上から，令和 5（2023）年 10 月 1 日以後に国内で行われる課税仕入れに

ついては，原則として，上述した卸売市場等において行われる媒介又は取次ぎ

に係る業務を行う者を介して行われる課税仕入れ及び帳簿の保存のみが仕入税

額控除の適用要件となる課税仕入れを除き，適格請求書発行事業者以外の者か
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らの仕入れについては，仕入税額控除が適用されないこととなった⑹（経過措

置については，ロを参考）。

　なお，令和 5 年度税制改正により，一定規模以下の事業者に対する事務負担

の軽減措置として，基準期間（前々年・前々事業年度）の課税売上高が 1 億円

以下である事業者については，適格請求書等保存方式の実施後 6 年間は，1 万

円未満の課税仕入れについて，帳簿の保存のみで仕入税額控除が可能となる措

置が導入されている（平成 28 年改正法附則 53 条の 2）。

ロ　仕入れ税額控除の計算方法の変更

　従来の区分記載請求書等保存方式の下では，課税仕入れに係る消費税額は，

「課税仕入れに係る支払対価の額に 110 分の 7.8 を乗じて算出した金額」とさ

れていたが，適格請求書等保存方式への変更に伴い，「課税仕入れに係る適格

請求書又は適格簡易請求書の記載事項を基礎として計算した金額その他の政令

で定めるところにより計算した金額」とされた（消費税法 30 条 1 項）。

　具体的には，次の各金額の合計額に 100 分の 78 を乗じて算出した金額とな

る（消費税法施行令 46 条 1 項）。

①適格請求書に記載された消費税額等のうち課税仕入れに係る部分の金額

② 適格簡易請求書に記載された消費税額等（消費税額等の記載のないものにつ

いては，税抜価額を税率別に合計した金額に 100 分の 10 若しくは 100 分の

8 を乗じた金額又は税込価額を税率別に合計した金額に 110 分の 10 若しく

は 108 分の 8 を乗じた金額）のうち課税仕入れに係る部分の金額

③仕入明細書に記載された消費税額等のうち課税仕入れに係る部分の金額

④ 帳簿の保存のみで仕入税額控除の適用が受けられる課税仕入れについては，

課税仕入れに係る支払対価に 110 分の 10 又は 108 分の 8 を乗じた金額

─────────────────
⑹　財務省・前掲注⑵「平成 28 年度税制改正の解説」819 頁。
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　以上のとおり，請求書等に記載された消費税額等を基にした積上げ計算によ

り仕入控除税額を計算することが原則となり，この例外として，積上計算の特

例（いわゆる帳簿等積上げ計算）や従来と同様の総額割戻し計算が定められて

いる（消費税法施行令 46 条 2 項及び 3 項）。

　なお，適格請求書等保存方式を円滑に導入する観点から，一定期間，適格請

求書発行事業者以外の者から行った課税仕入れであっても，改正前の帳簿及び

請求書等の保存を要件として，仕入に係る消費税額の一定割合（導入後 3 年間

については 80％，その後の 3 年間については 50％）の仕入税額控除の適用が

認められる経過措置が設けられている（平成 28 年改正法附則 52 条及び 53 条）。

3．瑕疵ある適格請求書（いわゆるインボイス）とは

　適格請求書等保存方式においては，仕入税額控除を適用するためには原則と

して，帳簿及び適格請求書登録事業者が発行した法令で定める事項が記載され

た適格請求書の保存が必要となる（消費税法 30 条 7 項ないし 9 項）。

　したがって，この適格請求書に記載内容の記載誤り等の何らかの瑕疵があっ

た場合の仕入税額控除の適用関係が問題となってくる。

　本稿では，想定される適格請求書の瑕疵を，

（1） 保存している適格請求書に法令で定める事項について記載の不備がある場

合

（2） 保存している書類が，適格請求書登録事業者以外の者が発行した適格請求

書と誤認する書類である場合

（3） そもそも適格請求書の保存がない場合（上記（2）の場合を除く。）

に分けて，それぞれについて仕入税額控除の適用関係を検討する。
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4．瑕疵あるインボイスによる仕入税額控除の可否について

（1） 保存している適格請求書に法令で定める事項について記載の不備がある場

合

①仕入税額控除の適用の可否について

　仕入税額控除は，帳簿及び請求書等を保存しない場合には適用されないこと

自体は，適格請求書保存方式の導入前後で変更はない。したがって，ここで問

題とするケースは，請求書等保存方式及び区分記載請求書方式の下においても

生じており，これまでも様々な議論が行われてきた。改めて，これまでの裁判

例や学説を概観した上で，検討を加えることとする。

（i）裁判例

　先ずは，帳簿に関する事例であるが，帳簿に記載した仕入れ先が仮名であっ

た事件で，仕入れ税額控除の適否が争われた事件⑺がある。この判決の第一審

判決を引用すると，

　「課税仕入れに係る適正かつ正確な消費税額を把握するため，換言すれば真

に課税仕入れが存在するかどうかを確認するために，同条七項は，同条一項に

よる仕入税額控除の適用要件として，当該課税期間の課税仕入れに係る帳簿等

を保存することを要求している。」

　「法及び令は，課税仕入れに係る消費税額の調査，確認を行うための資料と

して帳簿等の保存を義務づけ，その保存を欠く課税仕入れに係る消費税額につ

いては仕入税額控除をしないこととしたものと解される。」

　「そして法 30 条 8 項が「前項に規定する帳簿とは，次に掲げる帳簿をいう。」

─────────────────
⑺　第一審・東京地判平成 9 年 8 月 28 日税資 228 号 385 頁，控訴審・東京高判平成 10 年 9 月 30 日

税資 238 号 450 頁，上告審・最決平成 11 年 2 月 5 日税資 240 号 627 頁。控訴審においては第一審
の内容が維持され，上告審においては上告理由に該当しないとして棄却されている。
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と規定していることからすれば，同条 7 項で保存を要求されている帳簿とは同

条 8 項に列記された事項が記載されたものを意味することは明らかであり，ま

た，同条 7 項の趣旨からすれば，右記載は真実の記載であることが当然に要求

されているというべきである。」

　「法 30 条 7 項は，課税仕入れに係る適正かつ正確な消費税額の把握が要求さ

れることから真に課税仕入れに係る消費税が存在するかどうかを確認するため

設けられた規定であって，右立法目的を達成するために仕入税額控除に係る帳

簿等の保存を仕入税額控除の要件とすることも一つの合理的な方法というべき

である。そして，課税仕入れに係る適正かつ正確な消費税額を把握する手段と

して，右以外のものも考えられなくはないが，課税仕入れに係る相手方の特定

を求めることが少なくとも右立法目的に沿うものであることは明らかであり，

再生資源卸売業等のように業態によって所定の帳簿記載が著しく困難であると

想定される事業者については特例が設けられており，また，災害その他やむを

得ない事情により法 30 条 8 項所定の事項を記載した法定帳簿の保存をするこ

とができなかったことを当該事業者において証明した場合には，仕入税額控除

が可能とされていること（法 30 条 7 項ただし書）に照らせば，法 30 条 8 項所

定の事項を記載した法定帳簿の保存を義務づけるという方法も，右立法目的の

達成のために必要かつ合理的なものということができる。」と判示した上で，

原告（控訴人・上告人）は，業態によって所定の帳簿記載が著しく困難である

と想定される事業者についての特例に該当せず，法定帳簿を保存することがで

きなかったやむを得ない事情を証明していないとして，仕入税額控除を認めな

かった。

　次に，真実の取引先を記載していない領収書等に基づく仕入税額控除の適用

が争われた事例⑻においては，裁判所は，

─────────────────
⑻　広島地判平成 11 年 2 月 18 日税資 240 号 716 頁。
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　「消費税法（以下「法」という。）30 条 1 項は，事業者の仕入れに係る消費

税額の控除を規定するが，右規定は，法 6 条により非課税とされるものを除き，

国内において事業者が行った資産の譲渡等に対して，広く消費税を課税する結

果，取引の各段階で課税されて税負担が累積することを予防するため，前段階

の取引に係る消費税額を控除することとしたものであると解される。

　そして，右控除を行う際には，課税仕入れに係る適正かつ正確な消費税額を

把握することが必要となるところ，法 30 条 7 項は，右のような観点から，同

条 1 項による仕入税額控除の適用要件として，当該課税期間の課税仕入れに係

る帳簿等を保存することを要求して，その保存がない各課税仕入れに係る消費

税額については仕入税額控除をしないこととし，かつ，法 30 条 8 項 1 号イは，

右帳簿等には課税仕入れの相手方の氏名又は名称を記載するものとしている。

　そうすると，右記載は真実の記載であることが当然に要求されているという

べきであり，したがって，仕入税額控除の要件として保存すべき帳簿等には，

課税仕入れの年月日，課税仕入れに係る資産又は役務の内容及び支払い対価の

額とともに，真実の仕入先の氏名又は名称を記載することを要求していると解

される。」と判示するとともに，

　「ただし，事業者において帳簿に記載した仕入先の氏名が真実であると信じ

るについて相当の理由がある場合には，結果として真実でない氏名が記載され

るに至ったとしても，仕入れに係る消費税額控除は適用されるものと解され

る。けだし，このような場合にまで税額控除を否定することは事業者に難きを

強いることになり，法の趣旨に反する結果となると解されるからである。」と

したが，この事例においては，「原告において当該仕入先が真の仕入先である

と信じたことにつき相当の理由があったことを認めるに足りる証拠はない」と

して，仕入税額控除の適用が否定された。

　最後に，帳簿や請求書等の記載事項の不備に関する事例ではないが帳簿及び

請求書等の保存の意義についての最高裁判決を取り上げる。この事例は，税務
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職員が幾度となく帳簿書類の提示を求めたにも関わらず，一部の書類を除いて

提示を拒んだことから，帳簿又は請求書等⑼の保存がないとして仕入税額控除

を認めなかったことに関する判決⑽である。この判決で，消費税法 30 条 1 項

及び 7 項ないし 9 項に関して以下のとおり判示している。

　「法 30 条 7 項は，法 58 条の場合と同様に，当該課税期間の課税仕入れ等の

税額の控除に係る帳簿又は請求書等が税務職員による検査の対象となりうるこ

とを前提にしているものであり，事業者が，国内において行った課税仕入れに

関し，法 30 条 8 項 1 号所定の事項が記載されている帳簿を保存している場合

又は同条 9 項 1 号所定の書類で同号所定の事項が記載されている請求書等を保

存している場合において，税務職員がそのいずれかを検査することにより課税

仕入れの事実を調査することが可能であるときに限り，同条 1 項を適用するこ

とができることを明らかにするものであると解される。同条 10 項の委任を受

けた同条 7 項に規定する帳簿又は請求書等の保存に関する事項を定める消費税

法施行令（平成 7 年政令第 341 号による改正前のもの。以下同じ。）50 条 1 項は，

法 30 条 1 項の規定の適用を受けようとする事業者が，同条 7 項に規定する帳

簿又は請求書等を整理し，所定の日から 7 年間，これを納税地又はその取引に

係る事務所，事業所その他これらに準ずるものの所在地に保存しなければなら

ないことを定めているが，これは，国税の更正，決定等の期間制限を定める国

税通則法 70 条が，その 5 項において，その更正又は決定に係る国税の法定申

告期限等から 7 年を経過する日まで更正，決定等をすることができると定めて

いるところと符合する。」とした。

─────────────────
⑼　本判決は，平成 6 年法律 109 号による改正前の（「帳簿又は請求書等」の保存が仕入税額控除の

要件とされていた）消費税法 30 条 1 項及び 7 項の適用が争われた事例であるが，改正後の（「帳簿
及び請求書等」の保存が仕入税額控除の要件とする）消費税法 30 条 1 項及び 7 項の適用が争われ
た最高裁平成 16 年 12 月 20 日判時 1889 号 42 頁においても本判決を引用し同様の判断が示されて
いる。

⑽　最判平成 16 年 12 月 16 日民集 58 巻 9 号 2458 頁。
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　さらに，「事業者が，消費税法施行令 50 条 1 項の定めるとおり，法 30 条 7

項に規定する帳簿又は請求書等を整理し，これらを所定の期間及び場所におい

て，法 62 条に基づく税務職員による検査に当たって適時にこれを提示するこ

とが可能なように態勢を整えて保存していなかった場合は，法 30 条 7 項にい

う「事業者が当該課税期間の課税仕入れ等の税額の控除に係る帳簿又は請求書

等を保存しない場合」に当」たるとし，従来から争いのあった「保存」の意義

について最高裁の判断を示した。

（ii）学説

　この問題は，消費税法 30 条 1 項の仕入税額控除と同条 7 項との関係をどう

考えるかという問題とされている⑾。

　仕入税額控除は，これによって，税負担の累積が防止され，付加価値税の性

質をもちうることから，消費税の最も重要な要素の一つとされる⑿。これは，

税務職員による検査の際に帳簿及び請求書を提示しなかった事例における最高

裁平成 16 年 12 月 20 日判決⒀での滝井繁男裁判官の反対意見にも表れている。

　滝井裁判官の反対意見では，「この仕入税額控除は，消費税の制度の骨格を

なすものであって，消費税額を算定する上での実体上の課税要件にも匹敵する

本質的な要素とみるべきものである。ただ，法は，この仕入税額控除要件の証

明は一定の要件を備えた帳簿等によることとし，その保存がないときは控除を

しないものとしているのである（同条 7 項）。しかしながら，法が仕入税額の

控除にこのような限定を設けたのは，あくまで消費税を円滑かつ適正に転嫁す

るために（税制改革法 11 条 1 項），一定の要件を備えた帳簿等という確実な証

拠を確保する必要があると判断したためであって，法 30 条 7 項の規定も，課
─────────────────
⑾　田中治「消費税における仕入税額控除の存在理由と判例動向」金子宏編『租税法の発展』279 頁
（有斐閣・2010）。

⑿　金子宏『租税法（第 24 版）』836 頁（弘文堂・2021）。
⒀　最判平成 16 年 12 月 20 日判時 1889 号 42 頁。
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税資産の譲渡等の対価に着実に課税が行われると同時に，課税仕入れに係る税

額もまた確実に控除されるという制度の理念に即して解釈されなければならな

いのである。」と述べている。

　このような消費税における仕入税額控除の重要性を重視し，「課税仕入れの

事実について争いがないのであれば，仕入税額控除が認められるべきである」

とする見解⒁がある。この見解によれば，「法 30 条 7 項が，帳簿等の保存がな

い課税仕入れについては仕入税額控除をしないと定めるのは，課税仕入れの事

実は通例帳簿等に表示されており，当該課税仕入れの事実を証明できない場合

には仕入税額の控除ができない，という当然のことを規定したにすぎない。た

とえ，帳簿そのものがない，または不完全であっても（これらは決して好まし

い状態とは言えないにせよ），他の手段によって課税仕入れの事実が証明でき

る場合には，累積課税の排除という実体法上の要請により，仕入税額の控除が

なされるできである。」⒂とされ，課税仕入れの事実があり，それを他の証拠に

よって証明できる場合には仕入税額控除を認めるべきとする。

　また，仕入税額控除の適用には帳簿及び請求書等の保存が必要だが，帳簿及

び請求書等の記載内容については，仕入取引という事実があったことが確認で

きる程度に記載されていれば，仕入税額控除は可能という見解⒃がある。この

見解によれば，消費税法 30 条 8 項及び 9 項の記載事項の規定は「仕入税額控

除の適用要件ではなく，消費税法における一般的な帳簿記帳義務の内容を規定

したもの」⒄と解釈される。

　一方で，仕入税額控除は，原則として，法令で定める事項を記載した帳簿及

─────────────────
⒁　田中・前掲注⑾ 280 頁，占部裕典『租税法の解釈と立法政策Ⅱ』（信山社・2002）531-532 頁，北

野弘久「消費税法 30 条 7 項の仕入税額控除の否認」税理 39 巻 4 号 188 頁（1996）。
⒂　田中治「批判」租税法研究第 27 号 181 頁（1999）。
⒃　三木義一「消費税仕入税額控除の要件についての再論」北野弘久先生古希記念『納税者権利論の

展開』（勁草書房・2001）559 頁，大渕博義「消費税法の帳簿保存義務と仕入税額控除の問題点」
税理 38 巻 12 号 36 頁（1995）。

⒄　大渕・前掲注⒃ 41 頁
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び請求書等を保存している場合に限り認められるとし，「帳簿および請求書等

に相手方および文書作成者の氏名・名称等が欠けていたり，記載されている氏

名・名称等が架空のものである場合には，原則として仕入れ税額控除は認めら

れないと解すべきである」とする見解がある⒅。

（iii）検討

　消費税法 30 条 7 項の規定は，上述の東京地裁平成 9 年 8 月 28 日判決や最高

裁平成 16 年 12 月 16 日判決でも示されている通り，事業者が行った課税仕入

れに関し，帳簿及び請求書等を保存している場合において，税務職員がそれら

を検査することにより課税仕入れの事実を調査することが可能であるときに限

り，同条 1 項を適用することができることを明らかにするものであると解され

る。これは，最高裁判決でも述べられているとおり，帳簿及び請求書等の保存

期間が 7 年間とされ（消費税法施行令 50 条），課税庁による更正決定等の期間

制限と同じ期間となっていることからも裏付けられる。そしてこれらの帳簿及

び請求書については，帳簿に関しては，消費税法 30 条 8 項で「前項に規定す

る帳簿とは，次に掲げる帳簿をいう」と規定し，請求書等に関しても同様に，

同条 9 項で「7 項に規定する請求書等とは，次に掲げる書類…（略）…をいう」

と規定していること（適格請求書については，同条 1 項において「第 57 条の

4 第 1 項に規定する適格請求書をいう。第 9 項において同じ。」と規定されて

いる。）ことから，それぞれ法定の要件を満たしたものに限られるものと解さ

れる。また，わざわざ同条 7 項ただし書のような宥恕規定を設けていることか

ら，法令の要件を満たした帳簿及び請求書等の保存がない場合には，他の書類

等によって課税仕入れの事実を確認できたとしても仕入税額控除が適用されな

いと考えられる⒆。
─────────────────
⒅　金子・前掲注⑿ 837-838 頁。同旨，佐藤英明 = 西山由美『スタンダード消費税法』119-120 頁（佐

藤英明執筆部分）（弘文堂・2021）。
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　加えて，適格請求書等保存方式の下では，消費税法 57 条の 4 第 4 項の規定

により，適格請求書等を交付した適格請求書発行事業者は，これらの書類の記

載事項に誤りがあった場合には，これらの書類を交付した事業者に対して，修

正した適格請求書等を交付することを義務付けている。これは，仕入税額控除

の適用には，他の適格請求書以外の書類等によって記載事項の誤りを補完しう

る場合においても，それによる仕入れ税額控除の適用は認めず，記載事項の誤

りのない適格請求書の保存がその要件であることを前提としているものとも考

えられる。

　また，同条 7 項の規定により帳簿及び請求書等の保存を要求するのは，税務

職員による検査を可能にするためであると解すると，その検査は保存している

帳簿及び請求書等により行うことから，法令で定められた保存期間の間は継続

して保存しておく必要があり，かつ，記載内容は真実の記載である必要がある。

　したがって，同条 7 項に規定する「災害その他やむを得ない事情により，当

該保存をすることができなかったことを当該事業者において証明した場合」に

限り，帳簿及び請求書等以外の書類等による仕入税額控除が認められるものと

解する⒇。

　以上のように解する場合，例えば，上述の裁判例のように，請求書等に記載

されている氏名等が仮名である場合には，請求書等の検査により，課税仕入れ

の内容（例えば，仕入れ先）が確認できないことから仕入税額控除は認められ

─────────────────
⒆　同旨，清野正彦「批判」税理 42 巻 4 号 217 頁（1999）。ただし，占部・前掲注⒁では，消費税法

30 条 7 項ただし書は，帳簿及び請求書等の保存がなくても仕入税額控除を認める説の根拠にもな
ると指摘する（530 頁）。

⒇　西山由美「仕入税額控除─控除権行使をめぐる諸問題─」金子宏編『租税法の基本問題』718 頁
（有斐閣・2007）。西山教授は「消費課税における仕入税額控除は，租税債権者に対する払戻請求権
ととらえ，「課税仕入れが行われたこと」を仕入税額控除の権利発生要件とし，「帳簿および請求書
等」は，「課税仕入れの事実」を証明するための第 2 の要件（権利行使要件）と考えたいと思う。
その証明手段として，法は唯一「帳簿および請求書等」を認めており，特段の事情によりその保存
ができないことの証明なくして，他の書類による証明は，原則として認められないと考えるべきで
ある。」とする（731 頁）。
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ないことなる一方，たとえ請求書等に誤記等があった場合でも，それが極めて

軽微なものであり，当該請求書等から課税仕入れの内容が確認できるのであれ

ば，請求書等が保存されているとして仕入税額控除が認められると解する㉑。

　この点に関して，国会において，政府参考人（国税庁次長）が，「インボイ

ス制度について，制度の定着を図るため，調査の過程でインボイスの記載不備

を把握したとしても，インボイスだけでなく他の書類等を確認するなど柔軟に

対応していく」という方針を答弁している㉒。どのようなケースを想定してい

るのかは不明であるが，答弁にあるとおり，あくまでも「制度の定着を図るた

め」の暫定的な取り扱いと考えるべきであり，従来の解釈や課税上の取扱いを

変更して，これまで裁判等でも問題とされてきたような請求書に記載された名

称等を意図的に仮名にしているケースについてまでも柔軟に対応するという意

味ではないであろう。

　最後に，上記の広島地裁判決でも指摘されたように，保存していた適格請求

書の記載事項の不備について，適格請求書の受領者である課税事業者に落ち度

がない場合においても，上記のとおり仕入税額控除の適用が受けられないこと

となるのかという問題に関しては，後述（3）において検討する。

②適格請求書の記載事項の不備の修正について

　保存している適格請求書に法令で定める事項の記載の不備（仕入税額控除が

認められない不備がある場合）があった場合には，どのような対応が必要とさ

れるか。

─────────────────
㉑　増井良啓「消費税法 30 条七項にいう「保存」の意義」ジュリスト 1161 号 206 頁（1999）では，

意図的な仮名記載のような事案はともかく，軽微な記載漏れにとどまる場合については，「局面に
よっては 30 条 7 項但書の「やむを得ない事情」を拡大解釈し，機械的でない判断を積極的に試み
ることこそが，情理兼ね備えた解釈論というべきであろう」と指摘している。

㉒　第 211 国会衆議院財務金融委員会議録第 2 号令和 5 年 2 月 10 日 11 頁（https://kokkai.ndl.go.jp/ 
#/detailPDF?minId=121104376X00220230210&page=11&spkNum=63&current=1, 2023 年 8 月 31
日最終閲覧）
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　適格請求書の記載事項に不備がある場合，「訂正ができるのは誰か」，「イン

ボイス受領者に訂正請求の権利があるのか」，「訂正はいつまでにしなければな

らないのか」等について，明確な法令根拠がないとの指摘がある㉓。

　このうち前 2 者の指摘に関しては，次のように解される。適格請求書は，適

格請求書登録事業者のみが交付できること（消費税法 57 条の 5）から，適格

請求書の受領者が自ら訂正・修正はできない。また，課税資産の譲渡等を受け

る課税事業者から求められた場合には，適格請求書を交付する義務があること

（消費税法 57 条の 4 第 1 項），かつ，適格請求書を交付した適格請求書発行事

業者は適格請求書の記載事項に誤りがあった場合には，交付した事業者に対し

て，修正した適格請求書を交付する義務があること（同条 4 項）から，同条 1

項に規定する「交付を求められたときは」のような明確な文言がなくとも，課

税資産の譲渡等を受けた事業者は，適格請求書の記載事項の修正を求める権利

（又は，修正した適格請求書を求める権利）があると解される。したがって，

適格請求書を発行した者に対して，修正した適格請求書の交付を求め，その交

付を受けることにより，修正した適格請求書を保存することが必要となる㉔。

　次に，いつまでに訂正しなければならないのか，つまり，修正した適格請求

書は遡及適用できるのかという問題がある。この点については，前述の指摘の

とおり，明確な法令は存在しない㉕。

─────────────────
㉓　佐藤 = 西山・前掲注⒅ 234 頁（西山由美執筆部分）。
㉔　参考「消費税の仕入税額控除制度における適格請求書等保存方式に関する Q＆A」（平成 30 年 6

月（令和 5 年 4 月改訂）国税庁軽減税率・インボイス制度対策室）問 90。（https://www.nta.go.jp/
taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/qa/01-01.pdf, 2023年8月31日最終閲覧）。

㉕　平成 30 年 6 月 6 日付課軽 2-8 ほか 5 課共同「消費税の仕入税額控除制度における適格請求書等
保存方式に関する取扱通達の制定について（法令解釈通達）」及び国税庁軽減税率・インボイス制
度対策室・前掲注㉔「消費税の仕入税額控除制度における適格請求書等保存方式に関する Q＆A」
においても定められていない。また，令和 5 年 8 月 10 日付課消 2-9 ほか 5 課共同「消費税法基本
通達の一部改正等について」（法令解釈通達）により，消費税法基本通達（平成 7 年 12 月 25 日付
課消 2-25 ほか 4 課共同「消費税法基本通達の制定について」（法令解釈通達）の別冊）を改正して
いるが，改正後の消費税法基本通達においても定められていない。
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　先ずは，当初に交付を受けた記載事項に誤りがある適格請求書の瑕疵が，修

正した適格請求書によって当初に遡って治癒されるか，について検討したい。

　修正した適格請求書により，当初の適格請求書の瑕疵が遡って治癒されると

解した場合，当該瑕疵ある適格請求書にかかる課税仕入れについて，適格請求

書に瑕疵がある状態のままで，当該課税仕入れを行った課税期間に仕入税額控

除を適用する確定申告書を申告期限内に提出したケースを考えてみる。この

ケースにおいて，申告期限後に，事後的に当初の適格請求書に瑕疵が見つかり，

適格請求書発行事業者に依頼し修正した適格請求書の交付を受けた場合には，

当初から正しい適格請求書を保存していたこととなり，当初の申告における仕

入税額控除は正しいものとされる。ただし，このように解すると，例えば，確

定申告後，税務調査によって，保存していた適格請求書に氏名等の記載が仮名

であるというような瑕疵が判明し，当該適格請求書に係る仕入税額控除につい

て是正された場合（仕入税額控除が否認された場合）においても，調査後に事

後的に修正した適格請求書の交付を受けることにより，当初に遡って瑕疵が治

癒され，税務調査による是正の取消を求めることが可能となる。

　仕入税額控除の重要性を重視し，課税仕入れの実態がある以上，仕入税額控

除を認めることに積極的な見解を採る場合には，このような解釈が採られるこ

ととなろう。また，EU 型付加価値税における欧州司法裁判所の判決において

も上記のような考え方が示されている㉖。

　しかしながら，このような解釈を採ると，税務職員の検査の際に保存されて

いた請求書等では課税仕入れの内容が確認できない場合でも，仕入税額控除が

認められることとなり，これまでの消費税法第 30 条 7 項に関する判例・裁判

例の考え方から大きな変更をもたらすこととなる。適格請求書等保存方式を導

入したことによって適格請求書についてのみ従来と異なる取扱いとなる解釈を

するということは考えられず，適格請求書保存方式の導入に際してこのような

解釈変更を行った形跡は窺えないことから，現行法令上は修正した適格請求書
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により，当初に交付を受けた記載事項に誤りがある適格請求書の瑕疵が当初に

遡って治癒されると解釈することは困難だと解する。

　では，当初の適格請求書に瑕疵あることから，当該課税仕入れの課税期間に

おいては仕入税額控除の適用を受けず，当該課税期間の申告期限後に，修正し

た適格請求書の交付を受けた場合には，どの課税期間の仕入税額控除の適用が

受けられることとなるのであろうか。

　この点に関しては，消費税法 30 条 1 項 1 号では，国内において課税仕入れ

を行った場合は，当該課税仕入れを行った日の属する課税期間の仕入税額控除

が可能と規定されている。したがって，修正した適格請求書の交付を受けた場

合においても，修正した適格請求書の交付を受けた日の属する課税期間ではな

く，課税仕入れを行った日の属する課税期間の仕入税額控除が適用されること

となる。当初の確定申告において仕入税額控除の適用を受けていない場合に

は，更正の請求により，仕入税額控除の適用が可能となると考えられる㉗。

　このように修正した適格請求書の遡及効を認めない解釈を取るうえで障害と

─────────────────
㉖　西山由美「インボイスの機能と必須記載事項─欧州司法裁判所の最近の判例を踏まえて─」税研

197 号 54-59 頁（2018）。同論文によれば，Senatex 事件及び Barlis 事件における欧州司法裁判所の
判決（ともに 2016 年 9 月 15 日判決）は，当初の記載不備のインボイスによる控除権行使（日本で
の仕入税額控除の適用）が課税当局に否認された後に，事後にインボイスの訂正（Senatex 事件の
場合）又は他の追加書類の提出（Barlis 事件の場合）によって正しく訂正された場合，その効果は
当初インボイスによる控除権行使の時点に遡及するという判断を明確に示しているとし，「事後の
訂正によって当事者の実在や取引内容が確認できる場合には，控除権は認められる」としている
（58 頁）。このように解されるのは，仕入税額控除は権利とされ，課税仕入れの事実を同権利の実
体要件，インボイスの保存を手続要件とし，手続要件に不備があった場合においても実体要件を満
たしていることを証明することにより同権利の行使を認めるという欧州司法裁判所の原則的な姿勢
を反映しているものと考え，日本の消費税法における仕入税額控除の位置付けとは異なることを背
景としている。インボイスに関する EU 域内の付加価値税共通ルールと欧州司法裁判所の判例につ
いては，西山由美「消費課税におけるインボイスの機能と課題─ EU 域内の共通ルールと欧州司法
裁判所判例を素材として─」法学新法 123 巻 11・12 号 119 頁以下（2017）。

㉗　この問題に関して，佐藤 = 西山・前掲注⒅ 236-237 頁（西山由美執筆部分）では，「仕入税額控
除とインボイスの関係について，30 条の仕入税額控除要件の規定を中心に考えるか，仕入税額控
除制度の本質から考えるかによって結論は異なる」とし，「修正された日の属する課税期間で調整
される」可能性についても指摘しているが，その法的根拠は明確には示されていない。
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なる事項が存在する。第一に，適格請求書の記載事項に発行日の記載がないこ

とである（消費税法 57 条の 4 第 1 項参照）。現実に生じ得る問題として，瑕疵

ある適格請求書により仕入税額控除を適用した場合においても，税務職員によ

る調査までに修正した適格請求書の交付を受けていた場合には，それがいつ受

領していたか不明であることから，調査により仕入税額控除を是正されないこ

ととなる。ただし，このような場合，上述のとおり，消費税法 30 条 7 項は，

課税仕入れに係る消費税額の調査，確認を行うための資料として帳簿及び請求

書等の保存を義務づけていると解する以上，税務職員による調査，確認に支障

がないことから，課税実務上は特段の問題は生じないものと考えられる（仮に，

修正した適格請求書に発行日の記載がある場合に，それが適格請求書の保存期

間の始期以後だったときに，仕入税額控除を是正するかどうかの問題が生じる

が，発行日の記載がない場合の取扱いとの公平性や税務職員による調査・確認

に影響は生じないことから，この場合，課税実務上は仕入税額控除を認めても

不都合はないと考えられる）。以上を踏まえると，修正した適格請求書により，

当初の適格請求書の瑕疵が遡って治癒されることはないが，税務職員による調

査が行われる前までに，修正した適格請求書の交付を受け，それを保存してい

る場合には，事実上，当初の適格請求書の瑕疵が治癒されたと同様の効果が生

じることとなる。

　第二に，修正した適格請求書の保存期間である。帳簿及び請求書等の保存期

間を定めた消費税法施行令第 50 条には，修正した適格請求書の保存期間につ

いての規定は特段設けられていない。請求書等については，受領した日の属す

る課税期間の末日の翌日から 2 か月を経過した日から 7 年間保存する必要があ

り，修正した適格請求書は当初の適格請求書とは別の書類であり，その保存期

間も同様と解した場合，仮に修正した適格請求書を課税仕入れの日の属する課

税期間以後の課税期間に受領した場合においては，課税庁による更正決定等の

期間制限を越えて保存することとなる。このようなケースは現行においても区



22 早稲田商学第 466 号

118

分記載請求書が課税仕入れの日の属する課税期間の翌課税期間以降に交付を受

けた場合においても同様の問題が生じることから，これまでも規定の整備が必

要であったと思われる。帳簿及び請求書等の保存は，税務職員による仕入税額

控除の対象となった課税仕入れについての調査・確認のためであることからす

ると，修正した適格請求書の保存期間については，課税庁による更正決定等の

期間制限を超えてまで保存する必要はないと解する。

　最後に，当初の適格請求書に瑕疵があったことから，適格請求書発行事業者

に対して，修正した適格請求書の交付を求めたにもかかわらず，修正した適格

請求書の交付を受けられなかった場合も問題となるが，後述（3）で検討する

こととする。

（2） 保存している書類が，適格請求書発行事業者以外の者が発行した適格請求

書と誤認する書類の場合

　消費税法 30 条 9 項の規定から，同条 7 項の請求書等は，適格請求書発行事

業者が交付した適格請求書である必要があることから，適格請求書発行事業者

以外の者が発行した書類に同法 57 条の 4 第 1 項に規定する事項を記載してい

たとしても，当該書類の保存により仕入税額控除の適用を受けることはできな

い。

　では，課税事業者が保存していた書類が適格請求書であると誤認していた場

合についても，仕入税額控除の適用を受ける余地はないのであろうか。

　適格請求書発行事業者以外の者が適格請求書と誤認する書類を発行するケー

スは，免税事業者が課税事業者との取引から排除されることを回避するため

に，他人の登録番号や架空の登録番号を記載した請求書を交付するケースが想

定される㉘。
─────────────────
㉘　千葉隆史「インボイス制度導入後の是正に関する一考察─適格請求書類似書類等の交付禁止・罰

則規定を踏まえて─」税務大学校論叢第 103 号 196-197 頁（2017）。
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　このようなケースにおいて，適格請求書と誤認する書類を受領した課税事業

者において，適格請求書であると誤認していたことにつき，例えば，「国税庁

適格請求書発行事業者公表サイト」で，適格請求書に記載された登録番号等の

確認を怠っていた場合や通常の取引において行われていると思われるような新

規契約等の際に本人確認を怠っていた場合のように，受領者側に何等かの過失

がある場合㉙には，原則どおり，仕入税額控除の適用が否定されることになる

と考えられる。

　しかしながら，受領者側に適格請求書であると誤認することについてやむを

得ないと考えられるケースが生じることは考えられ，その場合，消費税法 30

条 7 項ただし書に規定する「災害その他やむを得ない事情により，当該保存を

することができなかったことを当該事業者において証明した場合」に該当し，

帳簿及び請求書等以外の書類等による仕入税額控除が認められるだろうか。

　適格請求書等保存方式の導入の重要な効果の一つは，これまで認められてい

た免税事業者からの課税仕入れについて，法令で規定する一定の課税仕入れを

除いては，原則，仕入税額控除が認められなくなるというものである。このこ

とからすると，本来，課税仕入れが免税事業者からのものである以上，そもそ

も仕入税額控除の適用を認めるべきではないとも考えられる㉚。また，法令上

─────────────────
㉙　田中教授は，「事業者における取引の実際や円滑な取引の維持等を考慮すると，記載の真実性に

関し，事業者に対して，必要以上に過剰な確認義務を行わせるのは相当でないと考える。」と指摘
するが（田中治「インボイス方式の導入に伴う法的課題」税研 197 号 52-53 頁（2018）），例えば，「国
税庁適格請求書発行事業者公表サイト」では，適格請求書発行事業者が個人の場合には住所等は公
表されていないことから，同公表サイトの確認だけでは，本人確認としては不十分とされるであろ
う。千葉・前掲注㉘ 182 頁。

㉚　増井良啓「今後の消費税法の解釈問題」ジュリスト 1539 号 60 頁（2019）では，適格請求書等保
存方式の下では「課税事業者のみが適格請求書を発行できるから，免税事業者が発行する請求書は，
仕入れた側の事業者の仕入税額控除との関係ではいわば非適格の空手形になってしまい，仕入税額
控除の対象になりようがない。これは，仕入税額控除が事業者間取引における課税の累積をさける
ための前段階税額控除であることからは，当然の帰結である。」とするが，同論文は「解釈問題の
詳細を論ずるものではない」と述べていることからも，消費税法 30 条 7 項ただし書の規定の適用
について否定するものかどうかは不明である。
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もそのような規定となっていることが望ましい㉛。

　ただし，現行の法令上，免税事業者からの課税仕入れを認めないのは，消費

税法 30 条 7 項及び 9 項の規定により，適格請求書発行事業者（課税事業者）

が発行した適格請求書の保存が仕入税額控除の要件とされていることから生じ

る（反射的な）効果に過ぎず，同条第 1 項に規定する仕入税額控除の対象とな

る課税仕入れについては，これまでと同様に，事業者が，事業として「他の者

から」資産を譲り受け，もしくは借り受け，又は役務の提供をうけること（消

費税法 2 条 1 項 12 号）とされており，免税事業者からの課税仕入れも含むも

のとなっている。したがって，ここで問題としているケース（保存している書

類が，適格請求書発行事業者以外の者が発行した適格請求書と誤認する書類の

場合）についても，消費税法30条7項の規定の適用関係に過ぎないこととなり，

同項ただし書の事情を納税者が証明すれば仕入税額控除が認められると解する。

（3）そもそも適格請求書の保存がない場合

　適格請求書の保存がない場合には様々なケールがあるが，ここでは，

① 適格請求書の交付を求めたが適格請求書発行事業者が適格請求書の交付義務

に違反して交付しなかったことから，適格請求書の保存ができなかった場合

（同様に適格請求書の記載事項に誤りがあり，適格請求書発行事業者に修正

を求めたが，修正した適格請求書の交付を受けられなかった場合を含む）

② 保存していた適格請求書の記載事項に誤りが見つかり，適格請求書の保存が

ない場合に該当することとなったが，当該誤りに適格請求書の受領者である

─────────────────
㉛　この点につき，EU 域内における付加価値税共通ルールでは，付加価値税指令（Council Direc-

tive 2006/112/EC of 28 November 2006）203 条の規定により「インボイス発行者としてインボイ
スに氏名・名称が記載されている者は，その者が法的には納税義務者でなかったとしても，納付責
任を負うことになる」（西山・前掲注㉖「消費課税におけるインボイスの機能と課題─ EU 域内の
共通ルールと欧州司法裁判所判例を素材として─」127-128 頁）とされ，仕入側の仕入税額控除を
否定するのではなく，インボイスの発行者に納税義務を課すことにより制度的な整合性が取られて
いる。
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課税事業者に過失等がない場合

に絞って検討することとしたい。

①適格請求書発行事業者から適格請求書の交付を受けられなかった場合

　これまでの区分記載請求書等保存方式の下では，課税資産の譲渡等を行った

者に対する区分記載請求書の交付義務は定められていなかったこともあり，相

手方に請求しても区分記載請求書の交付を受けられなかった場合には，消費税

法 30 条 7 項に規定する帳簿の保存のみで仕入税額控除の適用がある場合を定

める旧消費税法施行令 49 条 1 項 2 号の「請求書等の交付を受けなかったこと

につきやむを得ない理由があるとき」に該当する課税上の取扱（旧消費税法基

本通達㉜11-6-3（3））とされていたことから，その旨及び課税仕入れの相手方

の住所等を帳簿に記載していれば，仕入税額控除は適用され，問題となること

はなかった。

　適格請求書等保存方式の下では，帳簿の保存のみで仕入税額控除の適用があ

る場合について政令に委任する消費税法 30 条 7 項の規定及び同項の委任を受

けた消費税法施行令 49 条 1 項が改正され，旧消費税法施行令 49 条 1 項 2 号の

「請求書等の交付を受けなかったことにつきやむを得ない理由があるとき」と

いうような規定が存在せず，相手方に請求しても適格請求書（又は，修正した

適格請求書）の交付を受けられなかった場合の取扱いが不明である㉝。適格請

求書等保存方式の下では，適格請求書発行事業者に適格請求書の交付義務を課

しているものの，当該義務違反には罰則がなく（消費税法 65 条 4 項），適格請

─────────────────
㉜　令和 5 年 8 月 10 日付課消 2-9 ほか 5 課共同「消費税法基本通達の一部改正等について」（法令解

釈通達）による改正前の消費税法基本通達をいう。
㉝　前掲注㉕「消費税の仕入税額控除制度における適格請求書等保存方式に関する取扱通達の制定に

ついて（法令解釈通達）」及び国税庁軽減税率・インボイス制度対策室・前掲注㉔「消費税の仕入
税額控除制度における適格請求書等保存方式に関する Q＆A」においても定められていない。また，
令和 5 年 8 月 10 日付課消 2-9 ほか 5 課共同「消費税法基本通達の一部改正等について」（法令解釈
通達）では，旧消費税法基本通達 11-6-3 は（削除）となっている。
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求書発行事業者に係る登録の取消事由にも該当しない（消費税法 57 条の 2 第

6 項）ことから，適格請求書（又は，修正した適格請求書）の交付を求めても

交付を受けられないケースは十分に想定されるところである。また，修正を求

めようとしたが，相手方が倒産した場合や所在不明となっている場合も想定さ

れるところである㉞。このような場合に，（法律で定める義務に違反している

適格請求書発行事業者ではなく）課税仕入れを行った事業者側に，仕入税額控

除の適用を受けられないという不利益を一方的に課されることは望ましくな

く，消費税制度に対する納税者の信頼を損なうことにもなりかねない。適格請

求書の交付義務が課された相手方に交付を求めても適格請求書の交付を受けら

れなかったという場合は，まさに消費税法 30 条 7 項で規定する「請求書等の

交付を受けることが困難である場合」に該当すると考えられることから，本来

であれば，従来同様に帳簿のみで仕入税額控除の適用がある場合に該当するよ

うな規定及び取扱いが必要である。このような場合を対象に含めるよう政令改

正を検討すべきものと考える。

　しかしながら，現行の法令及び取扱い上では，帳簿のみで仕入税額控除の適

用を受けられる場合に該当しないこととなってしまうことから，上記のような

不利益が課されることを避けるためには，消費税法 30 条 7 項ただし書に該当

するものとして，仕入税額控除の適用を可能とすべきと考える。ただし，従来，

請求書の交付を求めても受けられなかった場合は，帳簿の保存のみで仕入税額

控除の適用が可能な場合に該当したため，同項ただし書の適用範囲外であった

ことから，適格請求書等保存方式の下では当該ただし書の適用範囲を拡張する

こととなる。当該ただし書の適用に関しては，消費税法基本通達 11-2-22（及

び 8-1-4）には，災害又は災害に準ずるような状況を除いては，「当該事業者の

責めに帰することができない状況にある事態をいう」と規定されているだけで

─────────────────
㉞　岡村忠生ほか『租税法（第 3 版）』248 頁（有斐閣・2021）（酒井貴子執筆部分）。
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ある。従来の規定では適用されなかった状況について適用範囲を拡大すること

を踏まえれば，制度の円滑な実施及び事業者の予見可能性を高める観点から

も，本件のような適格請求書（又は修正した適格請求書）の交付を受けられな

かった場合には，同項ただし書の適用がある旨を通達等において明示する必要

があるものと解する。

② 保存していた適格請求書の誤りが，適格請求書の受領者の過失等によるもの

ではない場合

　保存していた適格請求書の記載事項の不備があり適格請求書の保存がないも

のとされる場合において，当該適格請求書の受領者である課税事業者に落ち度

がないときにおいても，仕入税額控除の適用が受けられないこととなるのだろ

うか。

　上述の（2）のように免税事業者からの課税仕入れや（3）①のように請求書

等の保存がない場合においても，消費税法第 30 条 7 項ただし書が適用される

ケースがあると考えられることから，課税事業者からの課税仕入れである本件

においても同項ただし書の適用があるものと解される。

　帳簿に関する事案であるが，上述の（1）①の広島地裁判決においても，一

般論として「帳簿に記載した仕入先の氏名が真実であると信じるについて相当

の理由がある場合には」仕入税額控除は適用されるとしている㉟。

5．おわりに

　本稿においては，適格請求書等保存制度の下での適格請求書に何らかの瑕疵

がある場合の仕入税額控除の適用について検討してきた。

　これまでの消費税制度においては，免税事業者からの仕入れについても仕入
─────────────────
㉟　ただし，同判決では，その理由を「法の趣旨に反する結果となると解される」とするだけで，そ

の根拠は示されておらず消費税法 30 条 7 項項ただし書の適用についても具体的には述べていない。
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税額控除の適用が認められていたことが問題点の一つとして指摘されていた㊱

が，本年 10 月 1 日から導入される適格請求書等保存方式の下では，一定の取

引を除いて，原則として，課税事業者からの仕入れのみが仕入税額控除の対象

とされる㊲。適格請求書保存方式は仕入税額控除の適用に関して大きな変更を

伴うもの㊳であり，今後，様々な課題が発生する可能性は否定できない。その

際には，消費税法も租税法の一つであることから，その解釈は原則として文理

解釈によるべき㊴という前提を採りつつも，法令の趣旨・目的を考慮した柔軟

な解釈を探ることも必要であると考えられるが，制度目的に立ち返った迅速な

法令改正を行うことが，消費税制度に対する納税者の信頼を高めることにつな

がるものと考える。

─────────────────
㊱　金子宏「総論─消費税制度の基本的問題点」日税研論集 30 号 16 頁（1995 年）
㊲　酒井・前掲注⑷ 31 頁において，同教授は「消費税の仕組みの適正化という意味での制度改善と

評価できる」と指摘している。
㊳　増井・前掲注㉚ 59 頁では，「インボイス方式の採用は，消費税法創設以来のモデル・チェンジで

あって，日本の消費税法の運用を構造的に変化させる」と指摘している。
㊴　金子・前掲注⑿ 123 頁。


